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Ⅰ 令和元年度市町村普通会計決算の概要 

令 和 ２ 年 12 月 

総 務 部 市 町 村 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本資料中の図表は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 

 

１ 決算規模及び決算収支  

○ 歳出総額は5,910億円で前年度から129億円（2.2％）増加しています。 

○ 実質収支は117億円の黒字で前年度から8億円（6.1％）減少しています。 

○ 実質収支が赤字の市町村はありません。 

  ※ 実質収支…用語説明（12ページ）参照。 

 

【表１ 決算規模の状況】 

 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 

歳入総額 6,067億 68百万円 5,960億 54百万円 107億 13百万円 1.8％ 

歳出総額 5,909億 98百万円 5,780億 93百万円 129億 5百万円 2.2％ 

 

【表２ 決算収支の状況】 

 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 

形式収支 157億 70百万円 179億 61百万円 ▲21億 91百万円 ▲12.2％ 

実質収支 116億 85百万円 124億 44百万円 ▲7億59百万円 ▲6.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

【決算の特色】 

 決算規模は、歳入総額・歳出総額ともに増加となりました。 

 経常収支比率は依然として高い水準にあり財政構造の硬直化がみられます。 

 

○ 歳入総額は6,068億円で前年度から107億円（1.8％）増加しています。 

○ 歳出総額は5,910億円で前年度から129億円（2.2％）増加しています。 

○ 地方債現在高は5,207億円で前年度から33億円（0.6％）減少しています。 

○ 積立金現在高は1,872億円で前年度から20億円（1.0％）減少しています。 

○ 経常収支比率は平均（加重平均）で93.9％となり前年度から1.2ポイント増加しています。 



- 2 - 

２ 歳入  
○ 歳入総額は6,068億円で前年度から107億円（1.8％）増加しています。 

○ 歳入のうち、最も高い割合を占めているのは地方税で22.1％（1,342億円）を占めています。次い

で、地方交付税が22.0％（1,336億円）を占めています。 

【図１ 歳入の状況】 
 

３ 歳出  
○ 歳出総額は5,910億円で前年度から129億円（2.2％）増加しています。 

○ 性質別歳出のうち、最も高い割合を占めているのは義務的経費の扶助費で24.3％（1,436億円）を

占めています。次いで、その他の経費の物件費が13.6％（803億円）を占めています。 

○ 目的別歳出のうち、最も高い割合を占めているのは民生費で35.2％（2,080億円）を占めています。 

 次いで、総務費が16.7％（989億円）を占めています。 

 

【図２ 性質別歳出の状況】 
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【図３ 目的別歳出の状況】 

 

４ 経常収支比率  

○ 経常収支比率は平均（加重平均）で93.9％となり、前年度から1.2ポイント増加しています。 

 
※ 経常収支比率…用語説明（12ページ）参照。 

 

【図４ 経常収支比率の推移】 

※ 市町村別の普通会計決算の状況及び詳細については別紙のとおりです。 
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166,731,088 163,312,091 3,418,997 2,691,981 177,714,773 29,802,941 93.4

103,141,033 100,707,991 2,433,042 1,432,193 71,334,444 39,402,441 95.5

61,593,312 59,696,142 1,897,170 1,427,488 56,152,458 19,506,400 94.3

28,222,906 27,574,868 648,038 357,033 26,941,619 5,408,457 97.8

28,646,095 28,174,094 472,001 439,488 29,972,189 6,931,041 97.7

32,440,011 31,700,671 739,340 685,483 35,189,112 8,476,691 94.8

13,890,744 13,587,017 303,727 297,007 10,649,960 3,104,205 92.4

21,496,530 20,622,642 873,888 637,534 9,693,766 6,283,323 93.1

13,214,541 12,588,219 626,322 496,304 8,998,079 7,417,974 94.8

10,865,933 10,578,885 287,048 280,226 7,742,321 4,037,191 92.2

7,897,255 7,803,056 94,199 88,483 5,329,601 1,913,555 98.2

9,530,330 9,228,368 301,962 288,442 8,825,294 1,142,629 95.0

4,809,236 4,662,085 147,151 127,151 4,507,219 747,043 95.0

11,629,838 11,187,720 442,118 397,620 7,892,004 3,801,515 94.1

11,291,571 10,962,034 329,537 258,849 5,870,740 2,430,873 95.8

2,937,522 2,766,023 171,499 117,617 2,001,918 2,433,734 87.9

4,924,056 4,618,043 306,013 203,928 1,052,766 5,432,192 81.2

11,437,904 11,149,746 288,158 240,618 5,619,866 4,862,398 84.0

15,750,053 15,239,897 510,156 270,898 5,969,178 6,302,080 95.3

8,993,939 8,475,715 518,224 286,830 5,976,559 4,265,188 88.9

3,455,760 3,316,192 139,568 81,366 2,970,319 3,545,537 83.0

6,407,288 6,126,508 280,780 161,523 6,085,278 3,564,379 83.7

8,055,883 7,840,744 215,139 153,482 8,341,454 7,206,913 93.3

8,828,572 8,616,825 211,747 183,034 6,718,465 2,816,876 91.8

5,983,967 5,901,299 82,668 50,451 6,072,283 3,334,601 88.2

4,592,221 4,560,995 31,226 30,156 3,100,695 3,007,471 94.1

606,767,588 590,997,870 15,769,718 11,685,185 520,722,360 187,177,648 93.9

【 別　紙 】

【表３　令和元年度市町村別普通会計決算の状況】

(単位：千円、％）

市町村名
歳　　入
決 算 額

歳　　出
決 算 額

形式収支 実質収支
地 方 債
現 在 高

積 立 金
現 在 高

経常収支
比    率

国 富 町

宮 崎 市

都 城 市

延 岡 市

日 南 市

小 林 市

日 向 市

串 間 市

西 都 市

えびの市

三 股 町

高 原 町

高千穂町

綾    町

高 鍋 町

新 富 町

西米良村

木 城 町

川 南 町

都 農 町

門 川 町

諸 塚 村

椎 葉 村

美 郷 町

日之影町

五ヶ瀬町

計

※　経常収支比率の計は加重平均
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【普通会計決算の詳細】 

１ 決算規模  

 

 

 

 

 

 

【表４ 決算規模の状況（再掲）】 

 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 

歳入総額 6,067億 68百万円 5,960億 54百万円 107億 13百万円 1.8％ 

歳出総額 5,909億 98百万円 5,780億 93百万円 129億 5百万円 2.2％ 

 

２ 決算収支  

 

 

 

 

【表５ 決算収支の状況（再掲）】 

 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 

形式収支 157億 70百万円 179億 61百万円 ▲21億 91百万円 ▲12.2％ 

実質収支 116億 85百万円 124億 44百万円 ▲7億59百万円 ▲6.1％ 

 

【図５ 決算規模及び決算収支の推移】 
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⑴ 歳入総額、歳出総額ともに増加している。 

⑵ 歳入総額は6,067億 68百万円で前年度から107億 13百万円（1.8％）増加している。 

⑶ 歳出総額は5,909億 98百万円で前年度から129億 5百万円（2.2％）増加している。 

⑴ 実質収支は116億 85百万円の黒字となっている。 

⑵ 実質収支が赤字の市町村はない。 
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３ 歳入  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表６ 歳入の状況】 

（単位：百万円、％） 

 
令和元年度 平成30年度 増減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

地方税     ① 134,179 22.1 132,394 22.2 1,785 1.3 

 うち市町村民税(個人) 43,897 7.2 43,745 7.3 152 0.3 

うち市町村民税(法人) 9,865 1.6 10,183 1.7 ▲318 ▲3.1 

うち固定資産税 63,536 10.5 61,834 10.4 1,702 2.8 

地方交付税   ② 133,594 22.0 132,513 22.2 1,081 0.8 

 うち普通交付税 119,903 19.8 118,829 19.9 1,074 0.9 

うち特別交付税 13,691 2.3 13,683 2.3 8 0.1 

その他の一般財源③ 29,060 4.8 29,572 5.0 ▲512 ▲1.7 

 地方譲与税  5,734 0.9 5,529 0.9 205 3.7 

地方特例交付金等  1,904 0.3 696 0.1 1,208 173.6 

各種交付金  21,423 3.5 23,347 3.9 ▲1,924 ▲8.2 

 うち地方消費税交付金 19,984 3.3 21,467 3.6 ▲1,483 ▲6.9 

小計(一般財源)①＋②＋③ 296,833 48.9 294,479 49.4 2,354 0.8 

国庫支出金 95,626 15.8 89,977 15.1 5,649 6.3 

都道府県支出金 51,167 8.4 47,875 8.0 3,292 6.9 

地方債 49,598 8.2 44,027 7.4 5,571 12.7 

 うち臨時財政対策債 12,739 2.1 15,975 2.7 ▲3,236 ▲20.3 

その他 113,544 18.7 119,696 20.1 ▲6,152 ▲5.1 

 うち使用料・手数料 8,781 1.4 9,252 1.6 ▲471 ▲5.1 

うち寄附金 26,539 4.4 28,969 4.9 ▲2,430 ▲8.4 

うち繰入金 41,101 6.8 46,939 7.9 ▲5,838 ▲12.4 

うち繰越金 15,129 2.5 12,587 2.1 2,542 20.2 

歳入合計 606,768 100.0 596,054 100.0 10,714 1.8 

(注) 国庫支出金には交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 

⑴ 地方税 

  景気が回復基調にあったことから、住民税（個人分）や固定資産税の増加等により、前年

度に比べ17億 85百万円（1.3％）増の1,341億 79百万円となった。 

⑵ 地方交付税 

  前年度に比べ10億 81百万円（0.8％）増の1,335億 94百万円となっている。 

⑶ 国庫支出金 

  普通建設事業や扶助費の増加等により、前年度に比べ56億 49百万円（6.3％）増の956億

26百万円となっている。 

⑷ 地方債 

  庁舎建設事業や小・中学校への空調設備整備事業の実施等により、前年度に比べ55億 71

百万円（12.7％）増の495億 98百万円となっている。 
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【図６ 歳入内訳の推移】 
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【性質別歳出】 

⑴ 義務的経費 

  人件費は、退職者の増加による退職手当の増加等により、前年度に比べ6億21百万円 

（0.8％）増の772億 42百万円となっている。 

  扶助費は、幼児教育・保育の無償化に伴う児童福祉費の増加等により、前年度に比べ45

億 90百万円（3.3％）増の1,436億 30百万円となっている。 

  公債費は、地方債の発行抑制や繰上償還の取組等により、前年度に比べ15億12百万円

（2.6％）減の557億 44百万円となっている。 

⑵ 投資的経費 

  普通建設事業費は、小・中学校への空調設備整備事業の実施等により、前年度に比べ114

億 46百万円（17.4％）増の770億 75百万円となっている。 

  災害復旧事業費は、台風災害に伴う災害復旧事業の増加等により、前年度に比べ5億 95

百万円（9.6％）増の67億 81百万円となっている。 

⑶ その他の経費 

  積立金は、ふるさと納税に関する基金への積立額の減少等により、前年度に比べ13億 42

百万円（3.7％）減の350億 27百万円となっている。 



- 8 - 

 

【表７ 性質別歳出の状況】 

（単位：百万円、％） 

 
令和元年度 平成30年度 増減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

義務的経費 276,617 46.8 272,917 47.2 3,700 1.4 

 人件費 77,242 13.1 76,621 13.2 621 0.8 

 うち職員給 50,390 8.5 49,991 8.6 399 0.8 

扶助費 143,630 24.3 139,040 24.1 4,590 3.3 

公債費 55,744 9.4 57,256 9.9 ▲1,512 ▲2.6 

投資的経費 83,856 14.2 71,814 12.4 12,042 16.8 

 うち普通建設事業費 77,075 13.0 65,629 11.3 11,446 17.4 

 
うち補助事業費 40,612 6.9 33,082 5.7 7,530 22.8 

うち単独事業費 34,211 5.8 30,612 5.3 3,599 11.8 

うち災害復旧事業費 6,781 1.2 6,186 1.1 595 9.6 

その他の経費 230,525 39.0 233,362 40.4 ▲2,837 ▲1.2 

 うち物件費 80,266 13.6 80,128 13.9 138 0.2 

うち補助費等 49,165 8.3 52,303 9.0 ▲3,138 ▲6.0 

うち積立金 35,027 5.9 36,369 6.3 ▲1,342 ▲3.7 

うち繰出金 51,266 8.7 50,076 8.7 1,190 2.4 

歳出合計 590,998 100.0 578,093 100.0 12,905 2.2 

 （注） 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体

施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。 

 

【図７ 性質別歳出の推移】 
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【表８ 目的別歳出の状況】 

（単位：百万円、％） 

 令和元年度 平成30年度 増減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

総務費 98,891 16.7 105,204 18.2 ▲6,313 ▲6.0 

民生費 208,026 35.2 201,574 34.9 6,452 3.2 

衛生費 39,088 6.6 37,731 6.5 1,357 3.6 

農林水産業費 33,158 5.6 31,105 5.4 2,053 6.6 

土木費 50,876 8.6 51,818 9.0 ▲942 ▲1.8 

消防費 18,174 3.1 17,783 3.1 391 2.2 

教育費 55,844 9.5 46,597 8.1 9,247 19.8 

公債費 55,747 9.4 57,258 9.9 ▲1,511 ▲2.6 

その他 31,193 5.3 29,023 5.0 2,170 7.5 

 議会費 3,746 0.6 3,777 0.7 ▲31 ▲0.8 

労働費 191 0.0 223 0.0 ▲32 ▲14.3 

商工費 20,422 3.5 18,802 3.3 1,640 8.7 

災害復旧事業費 6,782 1.2 6,186 1.1 596 9.6 

諸支出金 32 0.0 36 0.0 ▲4 ▲11.1 

歳出合計 590,998 100.0 578,093 100.0 12,905 2.2 

 

 

 

【目的別歳出】 

⑴ 民生費 

  幼児教育・保育の無償化に伴う児童福祉費の増加等により、前年度に比べ64億 52百万円

（3.2％）増の2,080億 26百万円となっている。 

⑵ 土木費 

  大型事業の終了等により、前年度に比べ9億42百万円（1.8％）減の508億 76百万円と

なっている。 

⑶ 教育費 

  小・中学校への空調設備整備事業の実施等により、前年度に比べ92億 47百万円

（19.8％）増の558億 44百万円となっている。 

⑷ 公債費 

  公債費は、地方債の発行抑制や繰上償還等の取組等により、前年度に比べ15億 11百万円

（2.6％）減の557億 47百万円となっている。 

⑸ 災害復旧事業費 

  台風災害に伴う災害復旧事業の増加等により、前年度に比べ5億96百万円（9.6％）増の

67億 82百万円となっている。 
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【図８ 目的別歳出の推移】 

 

５ 経常収支比率  

 

 

 

 

 

 

 
【図９ 経常収支比率の推移】 

◇ 経常収支比率の増減 

 
経常収支比率 

（加重平均） 

令和元年度 93.9％ 

平成30年度 92.7％ 

増減 1.2ポイント増 

 

◇ 経常収支比率の段階別市町村数 
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 経常収支比率は、分子となる経常経費充当一般財源等が物件費や扶助費等の増により増加し

た一方、分母である経常一般財源等は臨時財政対策債等の減により減少したため、平均（加重

平均）で前年度より1.2ポイント上昇し93.9％となっており、依然として財政構造の硬直化が

みられる。 
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６ 地方債現在高及び積立金現在高  

 

 

 

 

 

 

 

【表９ 地方債現在高及び積立金現在高の状況】 

 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 

地方債現在高 5,207億 22百万円 5,240億 61百万円 ▲33億 39百万円 ▲0.6 

 
臨時財政対策債 1,995億 91百万円 2,023億 34百万円 ▲27億 43百万円 ▲1.4 

その他の地方債 3,211億 32百万円 3,217億 27百万円 ▲5億95百万円 ▲0.2 

積立金現在高 1,871億 78百万円 1,891億 41百万円 ▲19億 63百万円 ▲1.0 

 

財政調整基金 555億 48百万円 577億 45百万円 ▲21億 97百万円 ▲3.8 

減債基金 187億 48百万円 201億 10百万円 ▲13億 62百万円 ▲6.8 

その他特定目的基金 1,128億 81百万円 1,112億 86百万円 15億 95百万円 1.4 

 
【図10 地方債現在高の推移】 

 

【図11 積立金現在高の推移】 
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⑴ 借金に当たる地方債現在高は、臨時財政対策債、臨時財政対策債以外の地方債ともに減少

しており、前年度に比べ33億 39百万円（0.6％）減となっている。 

⑵ 貯金に当たる積立金現在高は、庁舎建設などの大型事業への充当や地方債の繰上償還財源

としての取崩し等により、前年度に比べ19億63百万円（1.0％）減の1,871億 78百万円と

なっている。 
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用語説明 

 

○ 実質収支 

  その年度の収支が赤字か黒字かを見るための指標で、歳入決算総額と歳出決算総額の差引額（＝形

式収支）から、翌年度に繰り越すべき財源（事業の繰越によって翌年度に確保すべき財源など）を差

し引いた額をいいます。 

 

実質収支＝（歳入決算総額－歳出決算総額）－翌年度に繰り越すべき財源 

 

 

○ 経常収支比率 

  地方公共団体の財政構造の弾力性を表す指標です。 

  人件費、扶助費、公債費等のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一

般財源等の額が、地方税（普通税）、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源等

（経常一般財源等）、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債の合計額に占める割合により表されます。 

  この指標が低いほど財政構造の弾力性があり、建設事業などの政策的経費に充当できる一般財源に

余裕があるといえます。 

 

             人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源等 

経常収支比率＝                         ×１００ 

               経常一般財源等（地方税＋普通交付税等） 

               ＋減収補塡債特例分＋臨時財政対策債 

 

 


